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研究成果の概要（和文）：石質文化財資料に鉱物学的な組織解読の手法を応用し，素材となっている岩石鉱物の
種類の同定ならびに岩石組織情報の解読をおこなった。主な解析の対象は珪質素材の試料ならびに安山岩質石材
とした。組織観察には，ラマン分光法ならびにCL法，光学顕微鏡などを用い，走査型電子顕微鏡 (SEM)による組
成分布の分析，電子線後方散乱回折分析（EBSD）による結晶方位の解析，粉末X線回折法による鉱物種類の同定
をあわせておこなった。この組織解析により石材の鉱物学的特徴を把握し，石材の原産地を特定を試みた

研究成果の概要（英文）：Mineralogical analysis methods were applied for textures of stone property. 
Identification of the rock used in cultural properties and decipherment of the rock texture were 
carried out in this study. Research subjects are cultural property materials composed of andesite 
and siliceous rocks. Mineral and rock texture were observed by Raman spectroscopy, 
cathodoluminescence method, and optical microscopy, and chemical analyses carried out by an electron
 microprobe analyzer. Electron back-scattered diffraction analysis also used to identify the 
crystallographic direction of minerals. We tried to identify the mineralogical features of the stone
 and to identify the place of origin of the stone using these texture analysis
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
石英や瑪瑙，フリントなどの珪質物は文化財の素材として多く使用されている。これらの産地毎の化学組成差は
小さく，従来の分析法では原石と対比が難しい。ラマン分光法やカソードルミネッセンス法は天然の珪質物の解
析に有効な手段である。本研究では，これらの測定方法を用いた岩石や鉱物の組織解読を石質文化財に適用し，
文化財資料の物質科学的な解析に発展させるための基盤を確立することが目的である。主な研究項目としては，
①組織解析による文化財素材の岩石鉱物同定方法の確立，②天然試料との組織の比較による原石産地の特定，③
原石と文化財との比較により加工技術についての考察，の３つである。 



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 石器や装飾品など文化財の素材を正確に同定することは，文化財科学での重要な課題の一つ
である。さまざまな物理化学的手法を用いて，これまで多くの研究者が文化財素材の同定に取
り組んできた。これらの手法の多くは X線や赤外分光法を用い，化学組成や構成物質の種類か
ら同定する方法である。文化財の同定では非破壊による分析が求められるため，同定に正確性
を欠くことがしばしばある。そして，より正確に同定するには，高精度の分析が可能な放射光
利用施設などの大型設備を必要とすることが多い。文化財における石材素材の同定の曖昧さは，
破壊を伴う精密な測定を行えない重要な資料・標本ほど顕著になる。 
 申請者が取組んできた地球科学分野での研究テーマの一つに珪質物の多様性がある。ここで
の珪質物は瑪瑙や碧玉，フリントなど SiO2に富む岩石であり，これら岩石を構成するシリカ鉱
物には石英の他にオパールや方珪石などいくつかの種類がある。申請者らは，珪質物の構成鉱
物と組織には産地毎に違いが認められ，この違いが岩石の生成過程を解明する重要な情報であ
ることを明らかにした。この産地毎の構成鉱物と組織の違いを用いれば，珪質物の産地を特定
できる。そして，文化財の素材として用いられている珪質物の産地も特定が可能である。珪質
岩石の定義が曖昧なこともあり，文化財での珪質物素材の同定は特に難しい。正確な同定方法
を確立できれば，地球科学と文化財科学での物質の情報を正しく関連づけられ，文化財科学に
大きく貢献できる。 
 
２．研究の目的 
本研究では，岩石や鉱物の組織解読を石質文化財に適用し，文化財資料の物質科学的な解析に
発展させるための基盤を確立することが目的である。主な研究項目としては 
(1)岩石鉱物組織の解析による文化財素材の同定方法を確立する。地球物質科学の知識と岩石や
鉱物の解析で用いる手法を文化財研究に応用し，文化財の珪質物素材を非破壊で同定する。 
(2)天然試料との組織の比較から原石産地を特定する。珪質素材を正確に同定することで，その
岩石鉱物の生成過程の情報が得られ，その岩石鉱物の産地の特定へと繋がる。文化財の素材の
産地特定を目指した，珪質物組織の情報を収集する。 
(3)原石と文化財との比較により加工技術を考察。 正確な組織解読によりつきとめた素材原石
を測定・分析することにより，加工前の初期状態を明らかにする。そして，文化財表面に残さ
れた組織ならびにダメージを解析し加工方法を解明する。 
 
３．研究の方法 
(1)分析条件の決定 
 分析時に文化財にダメージを与えないために，使用する各種分析装置の測定条件を決定した。
石質文化財の組織解読に必要な項目は，構成する鉱物の種類，結晶の粒径，結晶粒子の形，結
晶度，結晶中の成長縞などである。そして，これらの試料(資料)での分布を調べる。この組織
分析の際に使用する主な測定装置は，ラマン分光法とカソードルミネッセンス(CL)観察装置で
ある。素材の種類毎にダメージを与えない測定条件を確立するために，文化財資料と同じ素材
の天然物試料を用い試験を行った。測定部分の経時変化ならびにダメージ量を定量的に評価す
るため，結晶度分析ならびに化学組成分析，光学顕微鏡観察などを行なった。これらの結果を
基に文化財資料測定時の分析条件を決定した。 
 
(2)文化財資料の測定ならびにその多様性の確認 
 確立された測定条件により文化財資料を測定し，素材となっている岩石鉱物の種類を同定し
た。測定には，ラマン分光法ならびに CL法，蛍光光学顕微鏡，光学顕微鏡などを用いた。これ
らの測定を通して同定に必要な組織解読の測定項目を選定する。同定の際に，岩石鉱物の種類
ならびに組織の多様性について調査する。また，必要に応じて，蛍光 X線分析装置ならびに電
子線プローブ微小部分析装置を用いて非破壊にて化学分析した。これら使用する文化財資料は
東北大学総合学術博物館の収蔵品を主に用いた。 
 
 
４．研究成果 
石質文化財資料の非破壊分析手法としてラマン分光法を用いた解析手法の確立を目指し，実験
をおこなった。文化財に用いられている天然のメノウや碧玉試料をもちいて分析した結果，各
試料の特徴ならびに産地ごとの違いを捉えることができた。また，レーザー照射によるダメー
ジについて光学顕微鏡や走査型電子顕微鏡をもちいて検証したが認められなかった。 
 珪質物質のデータベースを確立するため，東北各地のメノウ産地を訪れ，その産状を観察す
るとともに試料を採取した。採取した試料について薄片を作成し CL法，蛍光光学顕微鏡，光学
顕微鏡を用いて内部組織を観察するとともに，その組織に対応するラマンスペクトルの変化に
ついて測定した。これらの解析の結果，同定に必要な組織解読の測定項目としてラマン分光法
は重要な結晶学的な情報を与え，構成する微細鉱物の鑑定ならびに特徴付けに役立つことが明
らかとなった。ラマン分光法による岩石鉱物の同定結果の検証は，電子線プローブ微小部分析
法を用いた化学的情報ならびに粉末 X線懐回折装法による結晶学的解析により行った。 



さらに同定された岩石については種類ならびに組織の多様性ならびに産地ごとの固有な特徴に
ついて調査した。また，文化財の解析で同定された岩石鉱物と同種類・同組織の試料を様々な
産地で採取し，これについても測定をおこなった。これにより産地ごとの岩石鉱物の組織の違
いを認めることができ，岩石鉱物の採集時の地質調査で得られた産状と鉱物組織とを関連つけ
ることができた。この解析を展開していけば，岩石鉱物の組織から原石産地を特定できる手段
となることが検証できた。 
原石産地の特定に必要な，各分析方法による測定項目を決定した。そして，産地が特定されて
いる出雲地方の瑪瑙関係資料などを調査し，この測定項目によって，鉱物組織の解読と対比で
きるか検証した。 
これまでに確立した測定条件により文化財資料を解析し，素材となっている岩石鉱物の種類の
同定ならびに組織情報の解読をおこなった。主な解析の対象は珪質素材の試料ならびに安山岩
質石材とした。測定には，ラマン分光法ならびに CL法，光学顕微鏡などを用いた。また，組織
観察には，ラマン分光法をはじめとして，走査型電子顕微鏡 (SEM)による組成分布の分析，電
子線後方散乱回折分析（EBSD）による結晶方位分布の解析，粉末 X線懐回折法による鉱物種類
の同定をおこなった。これらの中で，もっとも有効的な手段として取り組んだのは，ラマン分
光法によるマッピング解析である。組織情報を得るためにラマンスペクトルの試料表面での二
次元情報収集し，これを解読した。これらの情報と，光学顕微鏡ならびに SEM 観察結果と対比
した。 
 ラマン分光測定によって得られた情報によって珪質素材試料の構成鉱物を同定することがで
きた。さらに，マッピング解析により光学顕微鏡や電子顕微鏡観察に対応した情報を得られ，
これにより岩石の同定に結びつけることができるようになった。また，各ラマンスペクトルは
ピークの位置や幅などに試料毎に特徴をもち，これはその石材の産地を特定する重要な手がか
りとなる。珪質石材に用いられている岩石は非常に多様な組織をもち，構成鉱物の粒径や方位
分布，結晶内に含まれる包有物の種類なども産地特定に結びつく情報である。 
文化財資料の原材料産地の同定のための，岩石鉱物組織のデータベースの構築を試みた。文化
財資料と岩石測定結果を比較する際，ラマンスペクトルや化学組成を基本として検索すること
はできたが，二次元マップなどの組織の一致を判断することは容易ではなく，今後これらの比
較方法を検討する必要がある。 
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